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高齢者における客観的に測定された身体活動指

標の規定要因を解明するための前向き研究
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Purpose ：　Regular　physical　activity　in　elderly　adults　can　facilitate　healthy　aging，　improve

functional　capacity ，　and　prevent　disease∠However ，　the　determinants　of　regular　physical

activity　in　elderly　adults　are　poorly　understood．　The　present　study　attempts　to　identify　the

determinants　of　physical　activity　level　meeting　a　numerical　otりective　of　daily　steps　in　the

field　of　physical　activity／exercise　of　the　Healthy　Japan　2　1　among　elderly　Japanese．　Methods：

A　prospective　research　design　was　used　in　the　present　study．　Data　were　collected　as　part　of

the　epidemiological　study　on　physical　activity　and　health　of　elderly　adults　in　Nakanqjo

Town ，　Agatsuma　District ，　Gunma　Prefecture ．　One　hundred　thirty－seven　elderly　adults

completed　a　questionnaire　measuring　the　following　factors　in　June　2002 ：　Demographic　and

biological　factors　（gender ，　age，　marital　status，　and　BMI）　，　behavioral　factors　（cigarette

smoking　habits ，　alcohol　consumption　habits ）　，a　psychological　factor　（self－efficacy　for

exercise ）　，　social　factors 　（social　support　for　exercise ，　medical　professionals ’
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recommendation　for　exercise ）　，　and　an　environmental　factor　（perceived　neighborhood

environments　for　exercise ）　．　Data　of　daily　steps　as　physical　activity　level　were　collected

using　an　electronic　pedometer　with　an　acceleration　sensor　from　July　2002　to　July　2003．　The

physica ！　activity　level　was　divided　into　two　groups：　The　high　activity　group　were　those　who

met　a　numerical　objective　of　daily　steps，　and　the　low　activity　group　were　those　who　did　not

meet　a　numerical　objective　of　daily　steps．　Chi－square，　t－test，　and　logistic　regression　analyses

were　conducted　to　identify　the　determinants　of　objectively　measured　physical　activity ・

Results ：　Forty－seven　percent　of　participants　in　the　present　study　were　designated　as　being　in

the　h柮h　activity　group ，　and　53％　were　in　the　low　activity　group．　Chi
‘square　and　t －test

analyses　revealed　significant　relationships　between　meeting　a　numeral　objective　of　daily

steps　and　age 　（p ＜0．01）　and　self－efficacy　for　eχercise　（p ＜0．01）　．　Logistic　regrりsion

analyses　showed　that　the　high　activity　group　was　more　likely　＜OR ＝1．16）　to　report　greater

self－efficacy　and　more　likely　（OR ＝1．43）　to　report　positive　evaluation　for　neighborhood

environments　than　the　low　activity　group ，　Conclusions：　By　accurately　understanding　the

determinants　of　physical　activity ，　health　promotion　professionals　may　be　able　to　improve

physical　activity　promotion　efforts．　Results　of　the　present　study　will　be　useful　for　the　design

of　physical　activity　interventions．　Interventions　to　promote　physical　activity　in　elderly　adults

should　endeavor　to　boost　self －efficacy　perceptions　regarding　e χercise ，　and　increase

awareness　of　appropriate　neighborhood　environments　for　exercise ・

要　旨

目的：高齢者における定期的な身体活動はけ健

康的な加齢，身体機能の改善および疾病の予防を

促進する．しかしながら，高齢者における定期的

な身体活動の規定要因はあまり理解されていない．

本研究は，日本人高齢者を対象に，健康［］本21

の身体活動・運動分野における歩数の目標値を満

たす水準での身体活動の規定要因を見極めること

を試みた．方法：本研究は，前向き研究デザイン

を採用した．データは，群馬県吾妻郡中之条町で

実施した高齢者の身体活動と健康に関する疫学研

究の一部として収集された．　137名の高齢者が，

2002年6 月に次の要因を測定するための調査票に

回答した：人口統計学および生物学的要因（性，

年齢，婚姻状況，　BMI），行動的要因（喫煙習慣，
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飲酒習慣），心理的要因（運動セルフ・エフィカ

シー），社会的要因（運動ソーシャルサポート，

医療従事者による運動の勧め）および環境的要因

（自宅周辺運動環境の認知）．身体活動水準として

の日歩数データは，　2002年7 月から2003 年7 月ま

で，加速度センサー付電子歩数計を用いて収集さ

れた．身体活動水準は，2群に分けら れた：高活

動群は日歩数の数値目標を溝たしている者，低活

動群は数値目標を満たしていない者であった．客

観的に測定された身体活動の規定要因を見極める

ために，カイニ乗検定，t検定およびロジスティ

ック回帰分析を行った．結果：本研究参加者の

47％が高活動群に属し，　53％が低活動群であった．

カイニ乗検定およびt検定の結果，日歩数の目標

値を満たすことと，年齢（p＜0．01）お よび運動セ

ルフ・エフィカシー（P＜0．01）との間に有意な関
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係があることが示された．ロジスティック回帰分

析の結果，高活動群は低活動群と比較して，セル

フ・エフィカシーを高く評価し（オッズ比＝1．16），

自宅周辺環境に対して肯定的な評価をする（オッ

ズ比＝1．43）ことが示唆された．結論：身体活動

の規定要因を正しく理解することによって，健康

増進に関わる専門家は身体活動の推進に対する働

きかけを改善させることができる．本研究の結果

は，身体活動介入を計画する際に有効であろう．

高齢者の身体活動を推進させるための介入では，

運動に関連したセルフ・ヱフィカシーを高め，万運

動するために適した自宅周辺環境への気づきを促

すよう努めるべきである．

緒　言

厚生労働省は，生活習慣病およびその原因と

なる生活習慣等の国民の保健医療対策上重要と

なる課題について，　2010年度を目途とした達成

目標を示す「21世紀における国民健康づくり運

動（健康日本21 ）」を策定した この中で，身

体活動・運動の推進も重要な課題の1 つとして

取りあげられており√国民の身体活動・運動に

対する意識の向上，運動習慣者の増加，日常生

活における歩数の増加などに関する目標値が示

されている1气　とくに，歩数による目標値の設

定は，諸外国における身体活動・運動を主体と

した健康づくり対策にはないわが国独自の新し

い試みである．

これら身体活動・運動の推進に関する目標値

が定められた背景には，わが国における多くの

国民が不活動であるという現状がある．平成9

年度国民栄養調査によると，身体活動量の指標

としての1 囗の平均歩数は，成人男性では8，202

歩，成人女性は7，282歩であり，70 歳以上の高

齢者にい たってはさらに低値（男性5 ，436歩，

女性4 ，604歩）を示すことが知られている．超

高齢社会を迎えるわが国において，高齢者の健

康づ くり対策 はきわめて大きな課題 であ り，そ

の1 つとして身体活動 の多い活動 的なライフス

タイルを維持 させるための支援方 策を構築する

こ とは非常 に重要だと考 えられる． しかしなが

ら，現状では わが国にお ける高齢 者の 身体活動

量 を増加 させ るための具体的な方 策ついては模

索段 階と言 わざるを得 ない ．その ため，高齢者

の身体活動が どの ような要因によって規定され

ているのかを明らかにし， その成果 を身体活動

を推進させ るための効果的な対人支援あるい は

環境・政策支援プログラムの開発 に役立ててい

くべ きであ る．近年，わが国で も高齢者 におけ

る身体活動の規定要因を解明する ための研 究へ

関心が集 まって きてい るものの，研究の質お よ

び量ともに十分ではない．

諸外 国における身体活動 の規定要因につい て

検討した研究 からは，現 在まで に多 くの知見が

得られているレ た とえば，成人の身体活動 を規

定する要因は，人口統計 学的お よび生物学的要

因，行動的要因，心理的要因，社会的要因，環

境的要因， 身体活動 特異的 要因の大きく卜6つ に

分類で きることが示唆 されている14）．しかしな

がら， このよう な結論 を導いて きた従来の身体

活動の規定要因 に関する研究の多 くは，その方

法に大きな問題があると言 わざるを得 ない．第

1 に，対象者 の問題 があ げられる．これまでに

得られた知見は， 限られた（比較 的若い）成人

を対象 にした研 究の成果 に基づい てお り，高齢

者のような他の世代 における身体活動の規定要

因としてその まま当 てはめて良い かの疑問が残

る．また，アウトカムとしての身体活動量 の測

定方法を2 番目 の問題 として指摘 することがで

きる．従来の研 究で は，身体活動量 を測定する

場合 に，対 象者 が自ら回答 する自記式の調査票

が多 く用いられてきた．しかしながら，高齢者

の場合，思 い出しのバイアスなどによって身体

活動量があ まり正確 に把握できないことが予想
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される．3 番目の問題として，研究デザインが

あげられる．身体活動の規定要因に関するこれ

までの研究の知見は，大半が横断研究によって

得られたものであるため，その因果関係につい

て言及することができない場合が多かった．以

上のことを踏まえると，高齢者を対象に，客観

的な身体活動指標を用いた規定要因を解明する

ための前向き研究は，国内外を問わず皆無であ

る．

本研究は，わが国の高齢者における身体活動

量の増加を目指した効果的な対人支援あるいは

環境・政策支援について考える際の基礎資料を

得るため，客観的に測定された身体活動指標を

規定する要囚を明らかにすることを目的とした

具体的には，身体の動きを捉える電子式機器

（老研式活動記録計）を用いて地域居住高齢者

における身体活動量（歩数）を長期にわたって

測定し，これらの身体活動水準に及ぼす人口統

計学的および生物学的，行動的，心理的，社会

的，環境的要因の総合的な影響を前向き研究デ

ザインを採用することによって検討する．

1 ．方　法

1 ．1　 データ収集および対象者

本研究で扱うデータは，東京都老人総合研究

所運動科学研究グループが，　2001年 から群馬県

吾妻郡中之条町で展開してい る「高齢者の身体

活動と心身の健康 に関する疫学研究」 から得ら

れたものである．本研 究では，先行研究 闥 に

基づ き高齢者の身体活動指標を規定する要因と

し て， 人口 統計学 的お よび生 物学的 要因 （性，

年齢，婚姻状況，　Body　Mass　lndex：　BMI），行動

的要 因（ 喫煙 習慣 ，飲 酒 習慣 ），心 理的 要 因

（運動セルフ・エ フィカシー），社会的要因（運

動 ソーシャルサポート，医療従事者による運動

の勧め），環境的 要因（自宅周辺運動環境の認

知）を想定した　 これらの要 因は，　2002 年6 ～
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7月に実施した住民健康診査の直前に，65 歳以

上の町民全員（2，332名）に対して行った総合健

康調査アンケート（悉皆調査）の中で測定して

いる（回収率91．3％）．身体活動指標に関しては，

住民健康診査時に実施した総合健康調査体力測

定を受けた者のうち，老研式活動記録計の装着

を希望し，　2003年7 月の住民健康診 査までの1

年間連続して歩数計を装着した高齢者137 名

（年齢範囲70 ～89 歳；平均年齢74 ．5±3 ．9歳）

のデータを分析に用いた．対象者の属性を表1

に示す．

表1　対象者の属性

人数（名）　　　　 割合（％）

女　性　　　　　　73

男　性　　　　　　64

70～74歳
75～79歳
80～84歳

ｎ
ぴ
1
1

尸
り
）

7
4
1

旅3

57．7

29．9

10．9

85 ～89 歳　　　　　2　　　　　　　　　　　1 ．5

婚姻状況

結婚同居

居
婚
別
婚
損

別
離
死
未
欠

6
0
3
4
3
1

8
　
　
　
　
3
　
　
1

nχ
‥）
　

り乙
8

り乙

2
0
2
4
2
8

″り
　
　
　
　

り
乙

本研究は，東京都老人総合研究所における研

究倫理審査委員会の承認を得ており，研究実施

の際には対象者から書面にて同意を得た．

1 ．2　 測　度

1 ．2 ．1　 規定要因

人口統計学的お よび生物学的要因である性，

年齢，婚姻状況およびBMI 　（自己申告による身

長および体重から算出），行動的要因としての

喫煙習慣および飲酒習慣は，フェイスシートの

中で尋ねた．

年齢は，70 へj74歳までの「前期」高齢者と，

75 歳以上の「後期」高齢者の2 群 に分類した．

婚姻状況は，過去には結婚していたが，現在は
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別居， 離婚 ，死 別し た者 あるい は未婚 の者 を

「非婚」， 現在結婚しており， かつ同居してい る

者を「既 婚」 とした 喫煙 習慣に関しては， た

ばこを吸 ったこ とがない 者あるい は過去には吸

っていたが現 在はやめ てい る者を習慣「 なし」，

現在 たばこを吸ってい る者 を習慣 「あり」 とし

た 飲酒 習慣 につい ては， めった に飲まないあ

るい は ときど き飲 む者 を習慣 「な 凵 ，ほ とん

ど毎日飲む者を習慣「あり」 に分類した． 二

心理的 要因である運動セルフ・エフ イカシー

の測定 には√岡9）が開発した尺度を用いた．こ

の尺度 は，運動実践を阻害する状況 （肉体的疲

労， 精神 的ストレス，時間のなさ，非日常的 生

活，悪天候） に直面したとしても，継続して運

動を続け ることがで きる見込 み感 を測定するも

のであ り，十分な信頼性，妥当性が確認されて

いる．5 項目（1 項目は無 関項目）からなり，ま

ったくそう思わない （1）～かなりそう思う（5）

の5 段階で評定 し，合 計得点 （得点範 囲は4 ～

20）を算出した．

社会的 要因 としての運動ソーシャルサポート

を測定するため，先行研 究4・12）に基づいて，家

族・配偶者や友人・同僚などの重要 な他者の中

に，次の項 目に示す ような人が存在するかどう

かを二件法 （はい，いいえ）で尋 ねた：①運動

のやり方 について，アドバイスや指導をしてく

れる，②運動 に時間を使 うこ とを理解してくれ

る，③運動する ように励まし たり，応援 してく

れる，④一緒 に運動 をやって くれる，⑤運動す

ることについて，ほめたり評価して くれる． こ

れら5 項目は，順 に「アドバ イス・指導」，「理

解 ・共感」，「激励 ・応 援」，「共同実施」，「賞

賛・評価」 といった手段 的あるいは情緒 的なサ

ポ ート内容 を表している．本研 究では「 はい」

と回答した項目に得点1 を与 え，そ の合計得点

（得点範囲はO ～5 ） を算出 した また，医療従

事者による運動の勧めの有無 について も測定 し

た．具体的には，　Glasgow　et　al．5^ の研究を参考

に「過去1 年間に，医 師や医 療機関 の専門家 か

ら定期的 に運動する よう に勧めら れました か」

という設問 を準備した．回答 方法は，問い に対

して二件法 （はい，いいえ）で 回答させ，いい

え と回答 した者を勧め 「なU ， はい と回答 し

た者を勧め「あ り」とした．

環境的要因である自宅周辺運動 環境の認知 に

ついては，先行研究2・7）を参考 に次 に示す5 項

目を準備した：①自宅 には，運動 するための用

具や機 器（シゴ ーズ，万 歩計， ダンベ ルな ど）

がそろってい る，②自宅の近所 には，運動する

ための場所 や施設 （遊歩道，公 園，フィット ネ

スクラブなど） がある，③自宅 の周りは，運動

しやすい安全 な環境 し卜分な街灯 や舗道がある，

交通量が少 ない など）が整ってい る，④自宅の

近所 には，景色 を楽しみながら運動するこ とが

で きる場所 がある，⑤自宅の近所 で，運動して

いる人を よく見 かける．各項目は順に「自宅用

具」，「施設 へ の ア クセス」，「 近 隣 の安全性 」，

「景観」，「役割モデ ル」 とい った内容 を表 して

いる．回答方法 は，自宅や自宅周 辺に項目 に示

すような環境 があるか どうかとい う問い に対し

て二件 法 （はい，いいえ）で評定 させた．本研

究 では， はい と回答 し た項目 に得 点1 を与 え，

その合計得点 （得点範囲はO ～5 ）を算出した．

1 ．2 ．2　 身体活動指標

歩数の測定 には，老研式 活動記 録計 （スズケ

ン社） を用いた．歩数データの採用基準は，測

定バ イア スに配慮し て，7：00 から19：00 までの

間に3 時間以上 連続して体動 か記 録されてい な

かっ た日 は非装着 日とし，1 年間 の装着日率が

75％以上あ るこ とを条件 とした．得 られた歩数

デ ータか ら，1 日あたりの平均 歩 数を算出し た．

さらに，健康日本21 における身体活動・運動分

野の歩数の目標値 に基づい て，70 歳以上の高齢

者 における1 日あたりの平均歩数 の目標値であ
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数値は，離散変量（性別，年齢，婚姻状況，喫煙習慣，飲酒習慣，医療従事者による運動の勧め）については人数（割合），

連続変量（BMI ，運動セルフ・エフィカシー，運動ソーシャルサポート√自宅周辺運動環境の認知） につい ては平均値

（標準誤差）である．

＊p≪0．05，　＊＊　p＜0．01　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1

デサントスポーツ科学Vol ．　25

16　（41．0）

15　（60．0）

5
8
0
3
　
1
1

（
リ

2
　
5

．
2
．
　
2
1

ふ

る男性6，700歩，女性5，900歩を満たしている者

を「高活動群」，目標値を満たしていない者を

「低活動群」として，身体活動水準を2 群に分類

した．

1．2 ．3　 統計解析

本研究では，身体活動水準（1 日の平均歩数

の高低）に及ぼす各規定要因の影響を，対象者

全体および性ごとに検討するため，離散変量

（性，年齢，婚姻状況，喫煙習慣，飲酒習慣，医

療従事者による運動の勧め）についてはχ2検定，

連続変量（BMI ，運動セルフ・エフィカシー，

運動ソーシャルサポート，自宅周辺運動環境の

認知）の場合にはt 検定を行った．また，想定

した規定要因間の影響を統計的に制御した上で，

身体活動水準への各要因の影響力をみるために，

対象者全体および性ごとに強制投入法による口

ジスティック回帰分析を実行した．なお，これ

らのデータ解析にはSPSS　ver．　10　（SPSS　Japan

lnc．）を使用した．
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2 ．結 果

本研究で対象となった137 名の高齢者のうち，

健康日本21 で示された1 日の平均歩数の目標値

を満たす身体活動水準の高い（高活動）群は65

名（47．4％）であった．

対象者全体における身体活動水準（1 日の平

均歩数の高低）に及ぼす各規定要因の影響につ

いて検討したところ，年齢および運動セルフ・

エフイカシーがそれぞれ有意な影響を及ぼして

いた（表2 ）．後期高齢者よりも前期高齢者の方

が，高活動群の割合が有意に高かった．また，

高活動群の方が低活動群と比べて，有意に運動

セルフ・エフイカシーを高く評価していた．そ

の他の要囚については，身体活動水準と有意な

関連は認められなかった．性ごとに検討したと

ころ，女性においては年齢，男性では運動セル

フ・エフイカシーのみに身体活動水準に対する

有意な影響がみられた（表2）．女性では前期高

表2　 高齢 者の身体活動水 準に及ぼ す各 規定 要因の影響

全　 体　　　　　　　　　　　
女　 性

一 一 一　
－　　　　 一‐

低活動 群　　 高 活動群　　　 低 活動群　　　 高活動群

女　性
男　性
年　齡
70～74歳
75筬以上
婚姻状況
非　婚
既　婚
BMI
喫煙習慣
あ　り
な　し
飲酒習慣
あ　り
な　し

41　（56．2）

31　（48．4）

33　（41．8）

39　（67．2）

21　（56．8）

44　（51．2）

22．8　（0．34）

12　（6．ふ2）

57 　（50．0）

32 　（50名）

37 　（53、6）

運動セルフ・エフイカシー　12 ．4

運動ソーシャルサポート　　2 ．4

医療従事者による運動の勁め

な　し　　　　　　　　　　37

（0．58）

（0．24）

（48 ．1）

（58 ．5）

32　（43．8）
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男　性
年　鰺
70～74 歳
75歳以上
婚姻状況

婚

婚

非

既
W
一

表3　 高齢者における身体活動水準の規定要因に関するロジスティック回帰分析の結果

全　 体

1．00

L9

1．00

0．56

1．00

1．28

1．1

1．00

2．64

1．00

1．87

1．16

0．82

1．00

0．71

1．43

0．59－6．11

O。24－1．33

0．45－3．70

0．94－1．28

0．74－9．44

0．63ヽ 5．53

1．04－1．28　＊＊

0．63－1．07

0。29－1．72

1．03－1．98　＊

女　 性

1．00

0．61

1．00

1．56

1．18

1．00

513．8

1．00

0．78

1．20

0．74

1．00

1．08

1．65

0．16－2．28

0．37－6．46

0，96－1．45

0．00－0．06

0．18－3．35　。

0．99－1．46　＋

0．49－1．12

0。29－4．05

0．99－2．73十

男　 性

1．00

0．47

1．00

1．83

0．97

1．00

2．68

1．00

6．03

1．15

0．78

1．00

0．59

1．53

0．12－1．81

0．24－13．77

0．70－1．34

0．63－11．39

0．92－39．40十

〇．99－1．33十

〇．53－1．15

0．14－2．45

0．89－2．70

喫煙習慣

あ　 り

な　レ

飲酒習慣

あ　 り

な　し

運動セルフ・エフィカシー

運動ソーシャルサポート

医療従事者による運動の勧め

な　し

あ　 り

自宅周辺運動環境の認知

十p＜0．10，　＊p≪0．05，　＊＊pく0．01

齢者，男性では運動セルフ・エフイカシーの高

い者が歩数の目標値を満たしていた．

表3 には，身体活動水準への各規定要因の影

響力を，強制投入法によるロジステイック回帰

分析によって検討した結果を示している．対象

者全体では，運動セルフ・ごプイカシーが高い

こと，自宅周辺の運動環境を肯定的に評価して

いることが，身体活動水準の高さに好影響を及

ぼしていた．また，性ごとの分析では，統計的

に（5％水準で）有意な影響を示す要因はみら

れなかったが，女性では運動セルフ・エフイカ

シーと自宅周辺運動環境の認知，男性の場合は

飲酒習慣と運動セルフ・エフイカシーが身体活

動水準に有意な影響を示す傾向が認められた

（表3 ）．

3 ．考　察

本研究は，科学的根拠に基づいた高齢者にお

ける身体活動推進のための支援プログラムを計

画，実行する際の手がかりを得るための第一歩

として，高齢者の客観的に測定された身体活動

指標 を規定している要因を明 らかにすることを

目的とした．とくに，健康日本21 において示 さ

れたわが国の高齢者 における1 日の平均 歩数 の

目標値を満たしている者が，目標値を満たして

い ない者と比べ てどのような特徴 を持ってい る

のかについ て検討した．

本研 究で想定し た規定要因のう ち，高齢 者に

おける身体活動水準の高さ（歩数の目標値 を満

たしてい るか否 か） に関与してい たのは，人口

統計学的 要因 としての年齢お よび心理的要因と

しての運動 セルフ ・エフイカシ ーであった．す

なわち，前期高齢者であ るこ と，運動セルフ・

エフ イカシーの高いことが，一日の平均 歩数の

目標値を満 たすこ とにそれぞ れ影響を及ぼして

いた．現状で は，わが国 のみならず諸外国 にお

いて も，70 歳以上の高齢者 におけ る客観的に測

定された身体活動量 （とくに歩数）に関する疫

学データは乏し く，本研 究の結果と単純 に比較

することは困難である． しかしながら，高齢 に

なるほど老化 による筋力 の低下 などが原因で歩

行機能が低下し，その結果 として身体活動量が

デサントスポーツ科学Vol ．　25



減少するという傾向は容易に想像でき，本研究

の結果はそのような現象を反映していると言え

る．

これまでの身体活動の規定要因に関する研究

で繰り返し取りあげられてきたセルフ・エフィ

カシーは，本研究で想定された他の規定要因の

影響を統計的に制御した後でも，身体活動水準

に有意な影響を及ぼすことが明らかになった．

Oman 　＆　King1Rは，前向き研究デザインを採用

し，セルフ・エフィカシーが運動習慣に及ぼす

影響について検討している．この研究では，身

体活動プログラムへ参加した50 ～64 歳の中高

齢者を対象に，プログラム参加前のセルフ・エ

フィカシーが，自己報告された2 年後の運動習

慣を予測することを証明した 客観的に測定さ

れた身体活動指標を分析に用いた本研究の結果

は，セルフ・エフィカシーが高齢者における身

体活動の重要な規定要因の1 つであるというさ

らに強い証拠を示したと言える．

一方，身体活動を規定する社会的要因として

重要視されてきたソーシャルサポートには，本

研究の高齢者における客観的に測定された身体

活動水準への直接的な影響は認められなかった．

このような結果が得られた理由として，ソーシ

ャルサポートが身体活動に果たす他の機能が考

えられる．　McAuley　et　al．8）は，身体活動プログ

ラムに参加した高齢者の長期的な運動継続を予

測する要因について検討を行っている．その結

果，ソーシャルサポートは運動継続に直接的に

影響を及ぼすというよりも，むしろセルフ・エ

フィカシーを通じて間接的な影響を及ぼす機能

を持つことが示されている．今後，高齢者の身

体活動に果たすソーシャルサポートの役割を明

らかにするためには，構造方程式モデリングの

ような統計手法を用いてその機能を詳細に検討

していく必要があると考えられる．

近年，身体活動の規定要因について検討する

デサントスIポーツ科学Vol．　25
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際には，環境的要因を考慮に入れた生態学モ デ

ル　　【eco】ogical　model）　13’’を応用する ことが望

まれている6）．た とえば，自宅 に運動 する ため

の用具が充実しているこ と，近隣の運動 施設 へ

の アクセスが良いこ と，近所は運動す るために

安全 な環境であるこ と，近所で運動 してい る人

をよく見かけるこ と，景色 を楽 しみ ながら運動

するこ とがで きる場所が近所 にある こ となどに

対す る認知が，成人の身体活動 に影響 を及ぼす

環境 的要因として明らかにされてきた1・3・7・11・16）．

高齢者を対象 にした本研究におい て も，自宅周

辺 の運動 環境 を肯 定的 に評価 し てい るこ とが，

高水準の身体活動 量の維持に貢献 しているこ と

が分かった．これらの結果から，高 齢 者を対象

にした身体活動推進のための対人支援 あるいは

環境 ・政策支援プログラムを計画し てい く際 に

は，運動セルフ・エフ 了カシーを高 めるような

働 きかけや，自宅周辺 にある運動す るこ とに適

した環境への気づ きを促すような働 きかけを組

み込 んでいくことが有効だ と考えられる．

本研 究には特筆すべ き2 つの大きな 特徴があ

る．第1 に，従属変数 としての身体活動指標 に

客観的かつ長期的に測定 された精確 なデ ータを

用いた点である．第2 の特徴としては ，前向 き

研究デザインを採用することによって 因果関係

について言及することができた点 であ る．この

分 野の研 究 に関 する 最新 のレ ビュ ー15 ）で は，

1998 ～2000 年に発表された身体活動 の規定要因

に関する38 の代表的な研究のうち， 客観的に測

定された身体活動指標を用い た研究 はO 編， 前

向 き研 究デザインを採用した研 究も わずか7 編

（20．5％） しか存在せず，大半が横断 研究デザ イ

ン を用い てい る のが現 状であ る． こ の よう な，

従来の研究で問題とされてきた方法 を改善した

本研究から得 られた成果 は，高齢者 における活

動的なライフス タイルを維持するための効果的

な支援プロ グラムを計画していく上 で極め て有
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益な情報になると思われる．

しかしながら，本研究の結果を解釈し，一般

化する際7には，注意すべき点もい くつかある．

本研究では，住民健康診査の体力測定を受診し，

かつ歩数計の装着を希望した限られた高齢者が

対象であったため，標本抽出のバイアスがかか

っている可能性は否めない．また，対象者数が

137 名と少ない点は，性ごとの分析から得られ

た結果に，少なからず影響を及ぼしていると言

わざるを得ない．さらに，本研究で想定した規

定要因を測定する尺度の中には，標準化されて

いないものが存在する．これらの点を今後の検

討課題とし，さらに高齢者における身体活動の

規定要因に関する研究データを蓄積していく必

要があると思われる．
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